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表紙

（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項 ）

上記事項につきましては、法令及び当社定款第20条の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主
様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置事
項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第194回定時株主総会資料

●　事業報告
「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要」

●　連結計算書類
「連結株主資本等変動計算書」
「連結注記表」

●　計算書類
「株主資本等変動計算書」
「個別注記表」

第194期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

事 業 報 告

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要

（1）体制の整備状況

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は、取締役をはじめとした役職員及び当社グループ関係者を対象とした「日本車両グルー
プ倫理規程」を制定し、取締役は、自ら率先垂範して本規程を遵守し、倫理観の涵養に努めなけ
ればならない旨定め、実行しております。
　「日本車両グループ倫理規程」に基づき、遵守体制を整備・運用するための当社のコンプライ
アンス・プログラムを制度化し、これを計画的に実施することを目的として、「コンプライアン
ス委員会」を設置するとともに、法令等遵守の各役職員の行動基準を定めた「私たちの行動規
範」を制定し、研修等の計画的な実施を通じ、役職員へのコンプライアンス意識の浸透・定着に
努めております。
　さらに、組織または個人による違法行為等の早期発見と是正を図ることを目的として、当社及
び当社グループ役職員等を対象とした「コンプライアンス相談窓口」を社内及び社外に設置し、
コンプライアンス経営のより一層の強化と徹底に努めております。
　当社グループは、反社会的勢力との関係遮断のため、不当要求には一切応じず、対応統括部署
を定め、外部機関と連携し、社内体制を整備するよう定めております。

②損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、各部門の所管事項に関する意思決定について、その重要度に応じて上位の職位による
承認、会議への付議など、定められた手続により適切に行っております。
　「リスク管理規程」を制定し、当社及び当社グループのリスク管理体制を統括する「リスク管
理委員会」を設置し、リスクの評価・選別からリスク対応までのリスク管理体制を整備しており
ます。
　リスク管理体制における各部門のリスク管理活動の適正性について内部監査部門が監査を行う
よう定めております。
　地震・津波・台風等の自然災害等、あらゆる不測の事態に備えるため、事業継続計画（ＢＣ
Ｐ）を策定し、重要な事業を中断させない、または中断しても可能な限り短い期間で復旧させる
よう努めております。
　各事業所は、「ISO9001」及び「ISO14001」に基づき、常に安全で高品質な製品の提供を
行える品質管理や社内外の自然環境や職場環境の保護を推進しております。また、労働安全衛生
マネジメントシステムの普及を図ることでリスク管理を徹底して労働安全に取り組んでおりま
す。これらは、担当部門が専門的立場からそれぞれのシステム運用の適正性について監査を行っ
ております。
　品質管理の取組みの実効性をより一層高める方策として「全社品質保証委員会」を設置し、事
業本部を跨る横断的な活動を推進することで、さらなる品質向上を図っております。

③取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、経営の意思決定の機動性向上及び執行と監督の機能分担のために、執行役員制度を採
用しております。社内規程に基づき、取締役会は会社経営の最高方針及び重要事項を決定すると
ともに取締役から職務の執行状況及び重要な事実についての報告を受け、取締役の業務執行状況
を監督しております。また、執行役員は取締役会の決定方針及び取締役の指示により業務執行を
行っております。
　業務執行にあたっては、各部門の分掌事項と職務権限を定めた社内規程に従い、取締役会が策
定する経営計画及び予算編成に示された経営のビジョン・目標に沿って、各執行部門において具
体的な方針及び施策を立案・実行しております。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

④取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は、取締役の職務の執行に関わる記録を、その他関連する資料とともに、社内規程に従い
保管し、必要に応じて閲覧可能な状態を維持しております。
　また、情報の管理については、「情報セキュリティポリシー」を定め適切に対応しておりま
す。

⑤当社ならびにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、親会社である東海旅客鉄道株式会社との資本業務提携に基づいて適切な連携のもとに
業務を執行しております。
　また、当社は、社内規程に基づき、子会社の経営方針・事業計画の設定に際し指示・助言を与
え、重要事項の決定に際し承認を行うとともに、経理・法務・情報処理等に関するマネジメント
支援を行っております。加えて、内部監査部門が当社及び子会社の監査を実施して適正な運用を
確認しております。
　子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報については、当社の取締役会において定期的
に報告しております。
　さらに、当社のコンプライアンス及びリスク管理の活動に子会社を参画させることにより、企
業集団全体のコンプライアンス及びリスク管理を統括・推進する体制の構築を図っております。

⑥財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社は、財務報告の信頼性を確保するとともに、金融商品取引法に基づく適切な内部統制報告
書の提出のために、「財務報告に係る内部統制に関する基本方針」を定め、内部統制体制の整備
及び運用を図っております。

⑦監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　取締役は、監査役からの要請に応じ、速やかに適切に対応するよう定めております。

⑧前号の使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　監査役スタッフは、専ら監査役の職務執行の補助を務めるものとし、また、このスタッフの人
事異動等については、取締役は事前に監査役と協議を行うこととしております。

⑨当社及び子会社の取締役、使用人が当社の監査役に報告をするための体制その他の監査役への報
告に関する体制
　当社グループ役職員は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合
及び法令・定款に違反する重大な事実を発見した場合は、社内規程に従って、当社監査役に報告
を行うものとしております。当社グループ役職員は、当社監査役の求めに応じ、その職務の執行
に関する事項について報告を行うよう定めております。また、当社は、当社グループ役職員向け
「コンプライアンス相談窓口」が通報内容の調査結果を監査役に報告する体制としております。
　当社は、上記報告を行った当社グループ役職員に対する、当該報告を理由とした不利益取扱い
を禁止しております。

⑩監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役がその職務の執行のために必要な費用の請求を行った場合は、社内規程に従い支払うも
のとしております。

⑪その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　取締役は、監査役監査の実効性の向上に資するため、引き続き必要とする組織、体制などにつ
いて適切な対応に努めております。
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（2）体制の運用状況の概要

①コンプライアンスに関する取組みの状況
　コンプライアンス委員会を開催し、コンプライアンスに関する重要事項について審議を行うと
ともに、策定した活動計画に基づき、コンプライアンス意識の浸透、定着のための取組みとし
て、当社グループ役職員に対する研修、教育などを実施しています。また、「コンプライアンス
相談窓口」を社内外に設置し、運用をしております。

②損失の危険の管理に関する取組みの状況
　リスク管理委員会を開催し、リスクの評価・選別を実施するとともに、リスク管理活動の実績
報告及び活動計画の審議を行っております。

③取締役の職務執行に関する取組みの状況
　業務執行の責任の明確化・監督機能の強化及び経営意思決定の迅速化のため、少数の取締役及
び執行役員により効率的な業務執行を行っております。
　当事業年度は、取締役会を14回開催し、業務執行に関する重要事項を審議・決定するととも
に、取締役及び執行役員の職務執行を監督しました。また、取締役会の実効性確保のための見直
しを適宜行っております。
　なお、2030年までになりたい姿を表す長期ビジョンに沿って、中期経営計画「日車変革
2030」を策定し、実行しております。

④子会社管理に関する取組みの状況
　社内規程に基づき、子会社ごとに定められた主管部門が業務遂行上の指導、支援等を適宜行っ
ております。また、関係会社の状況については、取締役会にて適宜報告されております。

⑤内部監査に関する取組みの状況
　内部統制の独立的評価部門による内部監査を実施しております。

⑥監査役監査の実効性の確保に関する取組みの状況
　監査役は、取締役会をはじめ経営会議や主要な委員会等に出席するとともに、取締役等との面
談や業務執行状況の調査等を子会社も含めて行い、取締役の職務執行の適正性、内部統制システ
ムの相当性及び取締役会の監督機能の実効性を監査しております。
　また、内部監査部門は監査役に対して定期的に報告を行うなど連携を強化することにより、監
査役監査の実効性の確保に取り組んでおります。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2022年4月1日から2023年3月31日まで） （単位　百万円）

株主資本
資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 11,810 30,396 △521 41,685
当期変動額
剰余金の配当 △288 △288
親会社株主に帰属する当期純利益 3,118 3,118
自己株式の取得 △1 △1
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計 － 2,829 △1 2,827
当期末残高 11,810 33,225 △523 44,513

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 6,329 △2,243 2,096 6,182 151 48,018
当期変動額
剰余金の配当 △288
親会社株主に帰属する当期純利益 3,118
自己株式の取得 △1
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 403 2 △139 265 11 276
当期変動額合計 403 2 △139 265 11 3,104
当期末残高 6,732 △2,240 1,956 6,448 162 51,123

－ 4 －



2023/05/26 12:58:01 / 22950612_日本車輌製造株式会社_招集通知

連結注記表

連 結 注 記 表

【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記】
１．連結の範囲に関する事項

⑴連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数　　　　　　　　　４社
主要な連結子会社の名称

㈱日車エンジニアリング、NIPPON SHARYO MANUFACTURING, LLC、重車輛工業㈱、
㈱日車ビジネスアソシエイツ

⑵主要な非連結子会社の名称等
会社名

上海日車科技コンサルタンツ㈲
連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分
に見合う額）等が、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
⑴持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数　　２社
会社名

日泰サービス㈱、日本電装㈱
⑵持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

主要な会社名
上海日車科技コンサルタンツ㈲

持分法を適用しない理由
　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、いずれも小規模であり、合計の当期純損益（持
分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等が、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさな
いため、持分法の適用範囲から除いております。

⑶持分法の適用の手続について特に記載すべき事項
　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の事業年度に係る直近の
計算書類を使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、NIPPON SHARYO MANUFACTURING, LLCの決算日は、12月31日であります。
　連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連
結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
⑴資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの …時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

市場価格のない株式等 ………………移動平均法による原価法
②棚卸資産

商品及び製品、仕掛品 …………………主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ
る簿価切下げの方法により算定）

半製品、原材料及び貯蔵品 ……………主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
による簿価切下げの方法により算定）

－ 5 －
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⑵固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）ならびに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備
及び構築物 ………………………………定額法
その他の有形固定資産 …………………主として定率法

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがあるものは当該保証額）とする定額法

⑶引当金の計上基準
①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
　従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における未引渡し工事のうち、損失の発生
が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることが可能な工事について、その損失見込額を計上して
おります。

④受注損失引当金
　工事契約を除く受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において将来の損失が見込
まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることが可能なものについて、その損失見込額を計上しておりま
す。

⑤石綿健康被害補償引当金
　石綿健康被害者の元従業員に対して、発生すると見込まれる補償額を計上しております。

⑷退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（15年）による定額法により
費用処理しております。
　数理計算上の差異は、それぞれの発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（15年）を処理年
数とする定額法により、翌連結会計年度から費用処理しております。

⑸収益及び費用の計上基準
　当社グループは、顧客との契約から生じる収益について、以下の５ステップアプローチに基づき収益を認
識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で(または充足するに応じて)収益を認識する。
　当社グループでは、鉄道車両事業、輸送用機器・鉄構事業、建設機械事業、エンジニアリング事業等の多
種多様な製品・サービスの提供を行っております。
① 一時点で充足される履行義務

　製品及び商品の販売については、原則製品及び商品を顧客が検収した時点において顧客が当該製品及び
商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから主として当該製品及び商品の
顧客の検収時点で収益を認識しております。
　ただし、出荷から引き渡しまでごく短期間で行われる製品については、出荷した時点において当該製品
の支配が顧客に移転されると判断し、出荷時点で収益を認識しております。
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② 一定期間にわたり充足される履行義務
　当社グループでは、次の要件のいずれかに該当する場合は、一定期間にわたり収益を認識しておりま
す。
a. 義務を履行するにつれて、顧客が便益を享受する。
b. 義務を履行することにより、資産が生じる又は資産の価値が増加し、当該資産が生じる又は当該資産の

価値が増加するにつれて、顧客が当該資産を支配する。
c. 義務を履行することにより、別の用途に転用することができない資産が生じ、履行が完了した部分につ

いて、対価を収受する強制力のある権利を有している。
　当社グループにおいて、一定期間にわたり充足される履行義務に関する収益としては、工事請負契約等
があります。当社グループは見積総原価の妥当な積算を行うこと及びこれらの契約に係る進捗度を合理的
に見積もることが可能な場合、進捗度の測定についてはインプット法の使用が適切であると考えており、
契約ごとの見積総原価に対する発生原価の割合を用いております。なお、当該進捗度を合理的に測定する
ことができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識して
おります。

⑹その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①ヘッジ会計の処理

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約について
は振当処理によっております。

【表示方法の変更に関する注記】
（連結損益計算書）

　前連結会計年度まで「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「受取賃貸料」は、営業外収
益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。
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【会計上の見積りに関する注記】
　当社グループの連結計算書類の作成にあたり、経営者は会計方針の適用ならびに資産、負債、収益及び費用の
金額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を行っております。当社グループが行った重要な会計上の見積り及び
使用した仮定は継続して見直しを行っており、その変更による影響は、見積り及び仮定の不確実性により、将来
の期間において資産または負債の帳簿価額に対して重要な修正を求める可能性があります。当社グループが行っ
た重要な会計上の見積り及び使用した仮定は以下のとおりであります。
①重要な収益の計上基準（一定期間にわたり充足される履行義務）
　・当年度の連結計算書類に計上した金額
　　売上高　10,516百万円
　・会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　　（当年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法）

　当社グループは一定期間にわたり充足される履行義務として収益を認識するにあたり、主に工事契約単位
ごとの請負金額に、実行予算に基づく見積総原価に既発生原価を用いて計算した進捗度を乗じて収益の金額
を算定しております。

　　（当年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定）
　実行予算には資材購入価格や人件費・外注費等の見積りが含まれており、人件費・外注費の見積りにおけ
る重要な仮定として、主に架設場所や架設時期、工法等に基づく工事の難易度並びに同種工事の施工実績が
蓄積し習熟度が向上することによる原価改善効果等があります。

　　（翌年度の連結計算書類に与える影響）
　設計変更が発生した場合、設計変更が実行予算に及ぼす影響度や影響が及ぶ範囲を適時に把握し、実行予
算の見直しを行っております。実行予算の見直しに伴い進捗度が大きく変動する場合、収益の金額も変動す
る可能性があります。

②棚卸資産の評価及び受注損失引当金
　・当年度の連結計算書類に計上した金額
　　棚卸資産評価損及び受注損失引当金繰入額　1,713百万円（前連結会計年度の戻入益相殺前）

・会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　　（当年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法）

　当社グループは仕掛品の評価損及び受注損失引当金の算定にあたり、受注件名ごとの受注金額と見積総原
価の比較を行っており、見積総原価は受注件名ごとに作成した実行予算に基づいております。

　　（当年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定）
　実行予算には事業本部内の関係部署ごとに作成した材料費、労務費、外注費及びその他経費の見積りが含
まれており、材料費、労務費、外注費及びその他経費の見積りにおける重要な仮定として、物価変動による
影響や、過去の類似車両の設計・製造時のノウハウの利用、実績に基づく負荷予測や同一車両の量産が進捗
し習熟度が向上することによる原価改善効果等があります。

　　（翌年度の連結計算書類に与える影響）
　設計変更が発生した場合、設計変更が実行予算に及ぼす影響度や影響が及ぶ範囲を適時に把握し、実行予
算の見直しを行っております。実行予算が大きく変動する場合、仕掛品の評価損及び受注損失引当金の金額
も変動する可能性があります。

③繰延税金資産の回収可能性
　・当年度の連結計算書類に計上した金額
　　繰延税金資産　1,911百万円（繰延税金負債相殺前）

・会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　　（当年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法）

　当社グループは繰延税金資産の回収可能性についての判断にあたり、将来減算一時差異及び税務上の繰越
欠損金のうちスケジューリングによる解消見込年度に応じて、将来の合理的な見積可能期間における課税所
得の見込額の範囲内で繰延税金資産を計上しております。

　　（当年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定）
　課税所得の見込額の算定には業績予想等を使用しており、事業本部ごとに市場規模、顧客ニーズ、設備投
資等を考慮した事業戦略に基づいております。

　　（翌年度の連結計算書類に与える影響）
　税制や税率の変更が税務上の計算の結果に影響を与える可能性がある他、市場環境の変化、経営目標の未
達が将来の業績に影響を与える可能性があり、そのいずれも繰延税金資産の評価に影響を与える可能性があ
ります。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 47,795百万円

担保に供している資産 担保に係る債務

種 類 期末帳簿価額
（百万円） 内 容 期末残高

（百万円）
預け金（固定資産｢その他｣） (注)１ 10 － －
建物及び構築物 239

長期借入金 (注)２ 26,716土地 14
投資有価証券 14,434

【連結貸借対照表に関する注記】

２．担保に供している資産及び担保に係る債務

(注) １．「宅地建物取引業法」に基づく営業保証金であります。
２．米国向け大型鉄道車両案件に関する解決金の支払いに充当することを目的として親会社（東海旅客

鉄道㈱）から2017年11月に借り入れた長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）であり
ます。なお、2023年３月31日に買戻しを行った豊川製作所の「土地」4,560百万円、「建物及び
構築物」1,773百万円（2023年３月末日の帳簿価額）は工場財団を組成し、当該長期借入金の担保
に追加で提供することを合意しております。

３．親会社へ譲渡した固定資産
　当社は、2017年４月20日に豊川製作所、衣浦製作所、鳴海製作所の工場資産を当社の親会社（東海旅客鉄
道㈱）へ譲渡しました。当該取引は、当社の親会社との取引であり、かつ、譲渡した工場資産は譲渡後も親会
社との間で賃貸借契約を締結して当社が従前どおり工場として使用を継続しているため、これら工場資産の
「土地」及び「建物及び構築物」については売買処理を行っておらず、有形固定資産に計上しております。な
お、当該取引はファイナンス・リース取引には該当しないため、工場資産の譲渡価額は長期借入金（１年内返
済予定の長期借入金を含む）に計上しております。また、譲渡した工場資産に係る設備投資についても「建物
及び構築物」、「機械装置及び運搬具」及び「その他」に計上するとともに、設備投資額の一部を長期借入金
（１年内返済予定の長期借入金を含む）に計上しております。
　なお、譲渡資産のうち、2023年３月31日に豊川製作所を親会社から買い戻したことにより、長期借入金が
減少しました。豊川製作所の買戻し額と長期借入金残高の差額を長期借入金返済損として特別損失に計上して
おります。これらによる有形固定資産計上額への影響はありません。また、豊川製作所の「土地」及び「建物
及び構築物」は工場財団を組成し、親会社に対する長期借入金の担保に追加で提供することを合意しておりま
す。
　上記の結果、2023年３月末日における計上額は、「土地」7,414百万円、「建物及び構築物」3,466百万
円、「機械装置及び運搬具」92百万円、「その他」1百万円（いずれも2023年３月末日の帳簿価額）であり、
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）の残高は14,643百万円であります。
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普通株式 14,675,012株

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

2022年６月29日

定時株主総会
普通株式 144 10.0 2022年３月31日 2022年６月30日

2022年10月28日

取締役会
普通株式 144 10.0 2022年９月30日 2022年12月１日

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

２．配当に関する事項
⑴配当金支払額

⑵基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　2023年６月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案してお
ります。

① 配当金の総額 144百万円
② 1株当たり配当額 10円
③ 基準日 2023年３月31日
④ 効力発生日 2023年６月30日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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連結貸借対照表
計上額(百万円)(※) 時価(百万円)(※) 差額(百万円)

⑴投資有価証券 14,434 14,434 －
⑵長期借入金 （26,716） （26,749） 33
⑶リース債務（固定負債） （1,345） （1,326） △18

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 14,434 － － 14,434

【金融商品に関する注記】
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、設備投資資金及び運転資金等の必要資金は内部資金を充当するほか、親会社（東海旅客鉄
道㈱）グループが運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）から調達しております。また、資
金運用は主にこのＣＭＳを活用しております。
　受取手形及び売掛金ならびに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、主要な取引先の状況を定期的にモニ
タリングし、取引先ごとの期日管理及び残高管理等の方法により管理しております。
　投資有価証券は主として株式であり、上場株式については定期的な時価等の把握等の方法により、市場リス
クを管理しております。
　長期借入金のうち、親会社へ譲渡した固定資産の譲渡価額及び当該固定資産に係る設備投資額の一部につい
て計上した長期借入金は、賃貸借契約に基づき金利相当分を含んだ一定の賃借料を支払うため金利変動リスク
はありません。また、米国向け大型鉄道車両案件に関する解決金の支払いに充当することを目的として親会社
から2017年11月に借り入れた長期借入金は、固定金利であるため金利変動リスクはありません。
　なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
(注) １．「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価

額に近似するものであることから、「受取手形及び売掛金」、「電子記録債権」、「短期貸付
金」、「支払手形及び買掛金」、「電子記録債務」、「未払法人税等」については、短期間で決済
されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額2,710百万円）は、市場価格がないため、「⑴投資有価証券」
には含めておりません。
　また、親会社へ譲渡した固定資産の譲渡価額及び当該固定資産に係る設備投資額の一部について
計上した長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。連結貸借対照表計上額14,643百万円）
は、市場価格がないため、「⑵長期借入金」には含めておりません。

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の

算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に

係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
⑴時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

当連結会計年度（2023年３月31日）
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区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２(※) レベル３ 合計(※)
長期借入金
リース債務（固定負債）

－
－

（26,749）
（1,326）

－
－

（26,749）
（1,326）

当連結会計年度
（自2022年４月１日

至2023年３月31日）
売上高（百万円）

報告セグメント

鉄道車両事業
ＪＲ 48,541
公民営 4,800
小計 53,341

輸送用機器・
鉄構事業

輸送用機器 7,916
鉄構 7,607
小計 15,523

建設機械事業 19,067
エンジニアリング事業 9,155
その他（注）１ 61
合計 97,149

顧客との契約から
認識した収益

一時点で移転される財 86,632
一定の期間にわたり移転される財 10,516
合計 97,149

その他の源泉から認識した収益（注）２ 819
外部顧客への売上高 97,969

⑵時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
当連結会計年度（2023年３月31日）

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
(注)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されるため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。
長期借入金及びリース債務（固定負債）

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引
現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

【収益認識に関する注記】
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループの事業は、鉄道車両事業、輸送用機器・鉄構事業、建設機械事業、エンジニアリング事業及び
その他の事業により構成されております。当社グループでは、これらの事業を通じて得られる収益を売上高と
して表示しています。
　報告セグメント別に分解した顧客との契約から認識した売上高は以下のとおりであります。

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であります。
　　　２．「その他の源泉から認識した収益」には、収益認識会計基準等の適用外の取引として、企業会計

基準第13号「リース取引に関する会計基準」が定めるリース取引等が含まれております。
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

⑴契約及び履行義務に関する情報
　契約及び履行義務に関する情報、履行義務の充足時点に関する情報については、前述の連結計算書類の作
成のための基本となる重要な事項に関する注記「４．会計方針に関する事項 (5)収益及び費用の計上基準」
を参照下さい。
　支払条件は一般的な条件であり、主として１年以内に対価を受領しております。
　なお、約束した対価の金額に重大な金融要素は含みません。

⑵履行義務への配分額の算定に関する情報
　契約に複数の履行義務が識別される場合は、主に観察可能な独立販売価格の比率でそれぞれの履行義務に
取引価格を配分しております。

－ 12 －
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連結注記表

当連結会計年度
（2023年３月31日）

残高（百万円）
受取手形（期首残高） 2,019
受取手形（期末残高） 1,122
売掛金（期首残高） 13,832
売掛金（期末残高） 12,466
契約資産（期首残高） 2,746
契約資産（期末残高） 5,841
電子記録債権（期首残高） 1,392
電子記録債権（期末残高） 2,381
前受金（期首残高） 1,076
前受金（期末残高） 497

報告セグメント
当連結会計年度

（2023年３月31日）
残高（百万円）

鉄道車両事業 105,106
輸送用機器・鉄構事業 24,334
建設機械事業 18,780
エンジニアリング事業 2,116
その他（注）１ －
合計 150,337

１．１株当たり純資産 3,531.25円
２．１株当たり当期純利益 216.08円

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
⑴契約資産及び契約負債の残高等

　契約資産は、工事請負契約等について期末時点で完了しているが未請求の履行義務に係る対価に対する当
社グループの権利に関するものです。契約資産は、対価に対する当社グループの権利が無条件になった時点
で顧客との契約から生じた債権に振替えられます。当該履行義務に関する対価は、顧客との取引条件に従っ
て請求・受領しております。
　前受金は、主に、一定期間にわたり収益を認識する工事請負契約等について、取引条件に基づき顧客から
受け取った前受金に関するものであります。前受金は、収益の認識に伴い取り崩されます。当連結会計年度
に認識した収益のうち、期首時点で前受金に含まれていた金額は873百万円であります。
　また、当連結会計年度において過去の期間に充足(または部分的に充足)した履行義務から認識した売上高
は235百万円であります。

⑵残存履行義務に配分した取引価格
　未充足（または部分的に未充足）の履行義務に配分した取引価格の報告セグメント別の残高は以下のとお
りであります。

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であります。
　各報告セグメントの未充足の履行義務は、当連結会計年度末から起算して、概ね次の期間内に完了し、売
上高として認識される見込みです。
鉄道車両事業：４年以内（うち１年内は約４割）
輸送用機器・鉄構事業：３年以内
建設機械事業：２年以内
エンジニアリング事業：１年以内

【１株当たり情報に関する注記】

－ 13 －
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2022年4月1日から2023年3月31日まで） （単位　百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 11,810 0 0 28 25,650 25,679
当期変動額
剰余金の配当 28 △317 △288
当期純利益 2,955 2,955
自己株式の取得
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計 － － － 28 2,637 2,666
当期末残高 11,810 0 0 57 28,287 28,345

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △519 36,970 6,278 6,278 43,248
当期変動額
剰余金の配当 △288 △288
当期純利益 2,955 2,955
自己株式の取得 △1 △1 △1
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 376 376 376
当期変動額合計 △1 2,665 376 376 3,042
当期末残高 △520 39,635 6,654 6,654 46,290

－ 14 －



2023/05/26 12:58:01 / 22950612_日本車輌製造株式会社_招集通知

個別注記表

個 別 注 記 表

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴有価証券
子会社株式及び関連会社株式…………移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法
⑵棚卸資産

商品及び製品、仕掛品…………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下
げの方法により算定）

半製品、原材料及び貯蔵品……………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価
切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
⑴有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）ならびに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備
及び構築物………………………………定額法
その他の有形固定資産…………………定率法

⑵無形固定資産（リース資産を除く）
定額法

⑶リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがあるものは当該保証額）とする定額法

３．引当金の計上基準
⑴貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑵賞与引当金
　従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑶工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における未引渡し工事のうち、損失の発生が見込
まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることが可能な工事について、その損失見込額を計上しておりま
す。

⑷受注損失引当金
　工事契約を除く受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において将来の損失が見込まれ、
かつ、その金額を合理的に見積もることが可能なものについて、その損失見込額を計上しております。

⑸退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当
事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、年金資産の額が、退職給付債
務に未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異を加減した額を超過している場合には、「投資その他
の資産」の「前払年金費用」として計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（15年）による定額法により
費用処理しております。
　数理計算上の差異は、それぞれの発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（15年）を処理年
数とする定額法により、翌事業年度から費用処理しております。

⑹石綿健康被害補償引当金
　石綿健康被害者の元従業員に対して、発生すると見込まれる補償額を計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準
　当社は、顧客との契約から生じる収益について、以下の5ステップアプローチに基づき収益を認識しており
ます。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で(または充足するに応じて)収益を認識する。
　当社では、鉄道車両事業、輸送用機器・鉄構事業、建設機械事業、エンジニアリング事業等の多種多様な製
品・サービスの提供を行っております。
①一時点で充足される履行義務
　製品及び商品の販売については、原則製品及び商品を顧客が検収した時点において顧客が当該製品及び商品
に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから主として当該製品及び商品の顧客の検
収時点で収益を認識しております。ただし、出荷から引き渡しまでごく短期間で行われる製品については、出
荷した時点において当該製品の支配が顧客に移転されると判断し出荷時点で収益を認識しております。
②一定期間にわたり充足される履行義務
　当社では、次の要件のいずれかに該当する場合は、一定期間にわたり収益を認識しております。
a. 義務を履行するにつれて、顧客が便益を享受する。
b. 義務を履行することにより、資産が生じる又は資産の価値が増加し、当該資産が生じる又は当該資産の価値

が増加するにつれて、顧客が当該資産を支配する。
c. 義務を履行することにより、別の用途に転用することができない資産が生じ、履行が完了した部分につい

て、対価を収受する強制力のある権利を有している。
　当社において、一定期間にわたり充足される履行義務に関する収益としては、工事請負契約等があります。
当社は見積総原価の妥当な積算を行うこと及びこれらの契約に係る進捗度を合理的に見積もることが可能な場
合、進捗度の測定についてはインプット法の使用が適切であると考えており契約ごとの見積総原価に対する発
生原価の割合を用いております。なお、当該進捗度を合理的に測定することができないが、発生する費用を回
収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類にお
けるこれらの会計処理の方法と異なっております。

⑵ヘッジ会計の処理
　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については
振当処理によっております。

【会計上の見積りに関する注記】
　当社の計算書類の作成にあたり、経営者は会計方針の適用ならびに資産、負債、収益及び費用の金額に影響を
及ぼす判断、見積り及び仮定を行っております。当社が行った重要な会計上の見積り及び使用した仮定は継続し
て見直しを行っており、その変更による影響は、見積り及び仮定の不確実性により、将来の期間において資産ま
たは負債の帳簿価額に対して重要な修正を求める可能性があります。当社が行った重要な会計上の見積り及び使
用した仮定は以下のとおりであります。
①重要な収益の計上基準（一定期間にわたり充足される履行義務）
　・当年度の計算書類に計上した金額
　　売上高　10,516百万円
　・会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

　連結注記表「【会計上の見積りに関する注記】①重要な収益の計上基準（一定期間にわたり充足される履
行義務）」の内容と同一であります。

②棚卸資産の評価及び受注損失引当金
　・当年度の計算書類に計上した金額
　　棚卸資産評価損及び受注損失引当金繰入額　1,707百万円（前事業年度の戻入益相殺前）

・会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　連結注記表「【会計上の見積りに関する注記】②棚卸資産の評価及び受注損失引当金」の内容と同一であ
ります。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 46,586百万円

担保に供している資産 担保に係る債務

種 類 期末帳簿価額
（百万円） 内 容 期末残高

（百万円）
建物 239

長期借入金 (注) 26,716土地 14
投資有価証券 14,434

短期金銭債権 4,840百万円
長期金銭債権 158百万円
短期金銭債務 3,466百万円
長期金銭債務 38,165百万円

売上高 55,123百万円
仕入高 2,919百万円

営業取引以外の取引による取引高 705百万円

普通株式 242,535株

③繰延税金資産の回収可能性
　・当年度の計算書類に計上した金額
　　繰延税金資産　1,768百万円（繰延税金負債相殺前）

・会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　連結注記表「【会計上の見積りに関する注記】③繰延税金資産の回収可能性」の内容と同一であります。

【貸借対照表に関する注記】

２．担保に供している資産及び担保に係る債務

(注) 米国向け大型鉄道車両案件に関する解決金の支払いに充当することを目的として親会社（東海旅客鉄道
㈱）から2017年11月に借り入れた長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）であります。な
お、2023年３月31日に買戻しを行った豊川製作所の「土地」4,560百万円、「建物」1,773百万円
（2023年３月末日の帳簿価額）は工場財団を組成し、当該長期借入金の担保に追加で提供することを
合意しております。

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

４．親会社へ譲渡した固定資産
　当社は、2017年４月20日に豊川製作所、衣浦製作所、鳴海製作所の工場資産を当社の親会社（東海旅客鉄
道㈱）へ譲渡しました。当該取引は、当社の親会社との取引であり、かつ、譲渡した工場資産は譲渡後も親会
社との間で賃貸借契約を締結して当社が従前どおり工場として使用を継続しているため、これら工場資産の
「土地」及び「建物」については売買処理を行っておらず、有形固定資産に計上しております。なお、当該取
引はファイナンス・リース取引には該当しないため、工場資産の譲渡価額は長期借入金（１年内返済予定の長
期借入金を含む）に計上しております。また、譲渡した工場資産に係る設備投資についても「建物」、「構築
物」、「機械及び装置」及び「工具、器具及び備品」に計上するとともに、設備投資額の一部を長期借入金
（１年内返済予定の長期借入金を含む）に計上しております。
　なお、譲渡資産のうち、2023年３月31日に豊川製作所を親会社から買い戻したことにより、長期借入金が
減少しました。豊川製作所の買戻し額と長期借入金残高の差額を長期借入金返済損として特別損失に計上して
おります。これらによる有形固定資産計上額への影響はありません。また、豊川製作所の「土地」及び「建
物」は工場財団を組成し、親会社に対する長期借入金の担保に追加で提供することを合意しております。
　上記の結果、2023年３月末日における計上額は、「土地」7,414百万円、「建物」3,117百万円、「構築
物」349百万円、「機械及び装置」92百万円、「工具、器具及び備品」1百万円（いずれも2023年３月末日の
帳簿価額）であり、長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）の残高は14,643百万円であります。

【損益計算書に関する注記】
関係会社との取引高

営業取引による取引高

【株主資本等変動計算書に関する注記】
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
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個別注記表

種類 会社等の
名称 所在地

資本金
又は

出資金
(億円)

事業の
内容

議決権等
の所有

(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額

(百万円)
科目

期末
残高

(百万円)

親会社 東海旅客
鉄道㈱

名古屋市
中村区 1,120 運輸業

(被所有)
直接

51.2％

当社製品の
販売
役員の兼任
資金の借入

製品の販売 52,922
売掛金
及び契
約資産

3,830

資金の借入
借入金の返済

長期借入金返済損
利息の支払

109
10,882

264
318

1年内返済予定の
長期借入金

長期借入金
未払費用

3,194
38,165

39

種類 会社等の
名称 所在地

資本金
又は

出資金
(百万円)

事業の
内容

議決権等
の所有

(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額

(百万円)
科目

期末
残高

(百万円)

親会社の
子会社

ＪＲ東海財務
マネジメント㈱

名古屋市
中村区 80 経理業務受託

事業・金融業 －
資金の調達・
余 剰 資 金 の
預入

資金の
貸付・
利息の
受取

(注２)

17 短期
貸付金 19,893

１．１株当たり純資産 3,207.41円
２．１株当たり当期純利益 204.74円

【税効果会計に関する注記】
　繰延税金資産の発生の主な原因は、税務上の繰越欠損金及び棚卸資産評価損、退職給付引当金、賞与引当金の
否認等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金であります。
　なお、繰延税金資産から控除された金額（評価性引当額）は14,630百万円であります。

【関連当事者との取引に関する注記】
１．親会社及び法人主要株主等

(注) １．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針

価格その他の取引条件については、市場価格及び過去の取引実績等を勘案して、一般取引条件と同
様に決定しております。

３．資金の借入における金利等の取引条件は、市場金利、当社の財務状況及び金融機関等との取引条件
を考慮して合理的な条件としております。なお、米国向け大型鉄道車両案件に関する解決金の支払
いに充当することを目的として親会社から2017年11月に借り入れた長期借入金26,716百万円
（2023年３月末残高）に対し、上場有価証券及び本社土地建物を担保として提供しております。
なお、2023年３月31日に買戻しを行った豊川製作所の土地建物は工場財団を組成し、当該長期借
入金の担保に追加で提供することを合意しております。

４．１年内返済予定の長期借入金の期末残高のうち294百万円、長期借入金の期末残高のうち14,349百
万円及び未払費用の期末残高のうち39百万円は、親会社へ譲渡した固定資産の譲渡価額及び当該固
定資産に係る設備投資額の一部について計上した長期借入金に係るものであり、これら期末残高に
対応する資金の借入額は109百万円、借入金の返済額は7,801百万円、利息の支払額は140百万円
であります。

２．兄弟会社等

(注) １．取引条件及び取引条件の決定方針
資金の貸借は、親会社（東海旅客鉄道㈱）グループが運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメン
ト・システム）における取引であり、金利は市場金利を勘案して決定しております。

２．資金の貸付については、ＣＭＳにおける取引のため、取引金額の記載を省略しております。

【収益認識に関する注記】
・顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　連結注記表「【収益認識に関する注記】２.顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報」
の内容と同一であります。

【１株当たり情報に関する注記】
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